
1

 

　日本の鉄鋼製造技術の変遷を振り返ってみます
と、1950 年代に欧米から優れた技術を導入し高度
成長を支えました。1980 年代には導入した技術に
独自の改善を加えて、品質と生産性の両面で世界を
リードするようになりました。1990 年代に入って
設備投資も一段落し、粗鋼生産量に合せ技術開発も
成熟期を迎えたように見えます。内需が伸び悩む中
で、将来にわたり世界鉄鋼需要の確実な伸びが予測
されています。わが国の鉄鋼業は新たな市場を海外
に求め、し烈な国際競争にさらされています。
　一方、新興国は日本や欧州で完成された技術を導
入し、爆発的に生産を伸ばしています。次の数十年、
かつての日本がそうであったように、新興国でも導
入技術と新鋭設備に改善、改良を重ねて、品質と生
産性の両面で日本の水準に追随することは疑う余
地がありません。
　材料開発から製造プロセス開発も含め鉄鋼技術
の実用化には 10 年単位の時間を要します。し烈な
国際競争の中で日本の鉄鋼技術開発が目指す方向
は、次の数十年という長期的な視野に立ち、独創的
な材料開発を持続し、製造プロセス革新への挑戦を
続けることだと信じます。
　ここ数年、海外インターンの受入れなどで新興国
の学生に接する機会が増えました。インドのように
レベルの高い数学教育を受け、巨大な人口の中から
選ばれた頭脳は脅威です。また若者の上昇志向や他
国文化を吸収する姿勢も驚くほど貪欲です。将来、
彼らが自国の技術開発やマネジメントの中核とな
るのです。新興国の成長を受入れながら、日本は長
期的視野で独創的な技術を創出し、世界をリードし

続けなければなりません。
　先進鉄鋼材料の代表格に、自動車の燃費向上と
衝突安全性向上の実現を支える超ハイテンがあり
ます。超高強度でありながら優れた加工性や接合
性を有する、引張強さ 1.5GPa 級の超ハイテンの
実用化が待望されており、現在、企業、大学、国
研で高度な複相組織制御やナノ析出強化などを駆
使した材料開発が盛んに行われています。新しい
強化機構・原理に基づく、圧倒的な特性を有する
材料の出現に大いに期待したいものです。省資源
とコストダウンの観点から、希少合金元素を極力
使うことなく材料設計するという要請は今後ます
ます強くなります。そのため、材料開発における
TMCP（加工熱処理）技術の役割は極めて大きいと
言えます。材料研究の初期段階からプロセス革新
を視野に入れた発想をしないと、鉄鋼材料のイノ
ベーションは難しいでしょう。また、開発した超
ハイテンを実際に自動車に適用するには利用評価
技術が不可欠です。車体のパフォーマンスを評価・
解析する技術、部材に加工する技術や接合技術を
自動車メーカ、部品メーカと共同で開発する必要
があります。さらに、材料開発はラボや少量の実
機試作で成功しても、実用化までに越えなければ
ならない死の谷が多々あります。精錬、鋳造、圧延、
表面処理などのすべての工程でばらつきを考慮し
ながら、連続プロセスで大量に、低コストで安定
した品質の商品を生産できるかという課題です。
　鉄鋼のような成熟産業でのイノベーションの難
しさは、すでにある程度の合理性で汎用製品の生
産が行われている既存プロセスにおいて、大きな
変革を求める原動力がはたらかないという点にあ
ります。特に基幹プロセスの変革を伴う場合は、
開発の様々な局面で困難に直面します。優れた先
進性があり、原理・原則が明確であり、広く社会
に受け入れられる技術でないとイノベーションは
成功しません。お客様の要望に合った高品質の商
品をタイムリーに届けるのは当然ですが、地球環
境に優しく作業環境にも配慮した技術であるべき
です。世界を変える鉄鋼材料のイノベーションを
目指したいものです。
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１．はじめに
　「高効率モーター用磁性材料技術
研究組合」（MagHeM）技術調査セ
ンターにおいて、平成 24 年９月～
27 年３月の２年６か月間永久磁石
材料、軟磁性材料及び高効率モー
ター技術の３分野に関する国内特許
調査を実施し、各分野における技術
動向の詳細な分析を行い調査報告書
として纏めた。本レポートでは、そ
のひとつである永久磁石材料の技術
動向分析結果の概要を紹介する。

２．調査の目的と調査方法の概要
　技術動向調査全体の目的は以下で
ある。
①国内外の技術発展状況、特許出願
成立状況を調査分析すること。
②技術、産業競争力、国家戦略の観
点、及び特許技術の４つの観点から
重要度を調査分析すること。
③上記２項の内容を、閲覧可能な状
況に構築し組合関係者に提供するこ
と。
　磁石特許の検索ツールとして NRI
サイバーパテントを用いて 2000 年
１月～ 2013 年 12 月の間に公開さ
れた国内特許を検索し、重要度判定
を実施しクラス分けを行い、S 級（最
重要）、A 級（重要）特許を抽出し
た。S 級特許については、明細書に
記載されている技術内容の詳細を分
析し、解析軸（機能軸、制御軸、工
程軸）を付与し、永久磁石材料の機
能が、どの様な手段と方法で改良さ
れているかを明らかにした。S 級及
び A 級特許に関する調査分析内容
は、組合関係者が Web 上で閲覧可
能な図書館システムを構築し分析情
報の登録を行った。

３．技術動向調査結果の概要
　表１に重要度判定結果を示す。調
査対象約 11,400 件に対して、S 級
特 許 が 279 件、A 級 特 許 が 1,920
件となった。S 級及び A 級の合計数
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図 1．S 級及び A級特許の公開年度推移

に対する、S 級特許の比率は、約
13％である。
　図１に、S 級及び A 級特許の
公開年度推移を示す。2002 年や
2006 年など S 級特許件数の多い
年度は、特定の機関からの重要特
許が集中して出願
されている傾向に
ある。　 
   図２に S 級特許
の、2015 年 ３ 月
時点での生死状況
を 示 す。S 級 特 許
の 71％が登録査定
を受けており、そ
の大部分の権利が
維持継続されてい
る。　　　　　 
　図３に S 級の機関毎の件数（上
位 20 機関）を示す。Nd-Fe-B 焼
結磁石の主要製造メーカからの出
願が多い。また近年は、トヨタ自
動車、住友電工、日東電工等、日
立製作所などの、既存の磁石製造
メーカ以外からの出願が増加して
いる。
 　 海 外 機 関 か ら
の 出 願 は、S 級
特 許 (279 件 ) の
内の 5.4％に相当
する 15 件であっ
た。 中 国 か ら の、
出願は予想に反し
て少なく数件にと
どまっている。複
数 以 上 の 機 関 に
よる共同出願は、
27 件で全体の約
10％である。図４に、共同出願
の組み合わせを示す。企業と大学
との共同出願が、全体の約 60％
となっている。　
　図５に S 級の技術分野別の出
願傾向を示す。Nd-Fe-B 系焼結磁
石の出願件数が最も多く全体の
41％（111 件）を占める。次い
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表１　磁石材料特許の重要度判定結果

図 2．S級特許の生死状況

図 3．S級特許の機関毎件数
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図４．共同出願の組み合わせ
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でナノコンポジット磁石が 18％
（47 件 ）、 窒 化 物 系 (Sm-Fe-N) 磁
石が９％（25 件）、HDDR 型 Nd-
Fe-B 系磁石８％（22 件）となっ
ている。

 ４．分野別技術動向の分析結果の
概要
4.1　Nd-Fe-B 系焼結磁石　
　図６に Nd-Fe-B 系焼結磁石の機
能向上に関わる特許技術の分類結
果示す。2010 年以降は、２合金
法や粒界拡散技術等の粒界構造制
御により、本来機能のひとつであ
る保磁力を向上させる技術の出願
が多い。

 　図７に特許公報から俯瞰した粒
界拡散技術による、磁石機能向上
の効果を示す。
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4.3　窒化物磁石（Sm-Fe-N 系）
　Sm-Fe-N 系 化 合 物 は、Nd2Fe14B
化合物に近い飽和磁化と、より高い
結晶磁気異方性を有することから、
ナノコンポジット磁石と同様ポスト
Nd-Fe-B 系焼結磁石として注目され
たが、高温で Nd 窒化物と Fe に分
解し焼結磁石とすることが出来ない
ことや、化合物に付随する大きな結
晶磁気異方性に見合う保磁力が発現
出来ていないという課題がある。近
年特許出願件数は減少しているもの
の、高密度化プロセス技術等も含め
継続的な材料開発が継続されてい
る。
4.4　HDDR 型異方性 Nd-Fe-B 系磁
石
　HDDR 型 異 方 性 Nd-Fe-B 磁 石 特
許は、過去 14 年間に 12 機関から
22 件の S 級特許が出願されている。
HDDR プロセスにおける反応速度、
特に再結合過程での反応速度を適正
に制御して、均質微細で、かつ結晶
配向性を高める技術の出願が主体と
なっている。d-HDDR プロセスと呼
ばれる、上記改良型の HDDR 法を
適用したボンド磁石が製品化されて
おり、一部の自動車用補機モーター
等に応用されている。本材料は、磁
性を担う化合物が Nd-Fe-B 系焼結磁
石と同一であるためボンド磁石の形
態で焼結磁石の性能を越えることは
難しいと考えられるが、ナノ構造組
織を活かした材料として、今後の応
用展開が注目される。
4.5　新磁石材料
　L10 型化合物や Fe 窒化物等の希
土類フリーの新磁石材料に関する有
力な特許は今回の調査では、ほと
んど見当たらなかった。L10 型化合
物については、Pt や Pd 等の貴金属
を含む磁石材料には重要度判定より
除外したことも有力特許が見出せな

図 8　省 Dy 型磁石のミクロ組織とモデル図（特開 2013-216965）

　粒界拡散技術は省 Dy 化と高性
能化を両立する技術として実用化
されており、これによる Nd-Fe-B
系焼結磁石が電導自動車）HEV 等）
の駆動モーターに採用されている。
 　Nd-Fe-B 系 焼 結 磁 石 の、 省 Dy
化として注目される技術として、
従来材料より低 B の組成域を利用
した材料特許が出願されている。B
量を総希土類量に対し、適正な範
囲に制御することにより、省 Dy
が実現されると記載されている。
本発明による磁石のミクロ組織及
びそのイメージを図８に示す。粒
界相として、従来の Nd リッチ粒
界相より遷移金属リッチな粒界相
を活用し保磁力を発現させたこと
が特徴である。磁気特性および高
密度化を実現させるために M 元素

（Ga、Al、Cu）が重要な役割を担っ
ている。
4.2　ナノコンポジット磁石
　ナノコンポジット磁石は、1990
年代後半から、ポスト Nd-Fe-B 焼
結磁石として期待され、薄膜プロ
セスも含め様々なアプローチで研
究開発がなされてきたが、実現
されている磁石性能はマイクロ
マグネテックスシュミュレーショ

ン 等 か ら 予 測
さ れ て い る 水
準 と は か な り
ギ ャ ッ プ が あ
る の が 現 状 で
あ る。 現 在 一
部 実 用 化 さ れ
て い る ナ ノ コ
ン ポ ジ ッ ト 磁
石 は、 省 希 土
類 型 の 等 方 性
希 土 類 ボ ン ド
磁 石 と い う 位
置づけにある。

図 5．S級特許の分野別出願傾向

図 6．Nd-Fe-B 系磁石の S級特許技術
分野の分類
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図 7．粒界拡散技術による磁石特性の改善推移
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かった要因となっている。
　Fe-N 化合物の S 級特許は、16 件
公開されているが 2009 年以前に公
開されている特許は、ほとんどが磁
気記録媒体を対象分野とするもので
ある。2011 年以降公開の 10 件の
公開特許が磁石への応用を目的とし
て技術開発がなされている。しかし、
バルク磁石体（最終製品）としての
磁気特性まで記載した特許出願はこ
れまでなされていない。
　ナノサイズの硬磁性微粉末を得る
従来技術に替り、比較的大きな粒子
の中にナノ構造の Fe-N 化合物を形
成するプロセス技術が特開 2012-
190892 号等に開示されている。図
９に公報に記載されている、ナノ構
造形成プロセスのイメージ図の一例
を示す。 
　省希土類化合物のひとつである
ThMn12 型化合物については、今回
の調査範囲では、特定の出願人から
数件の S 級特許の出願がなされてい
る。しかしこれについても Fe-N 化
合物と同様、粉末磁気特性の記載に
留まっている。

５．おわりに
5.1　Nd-Fe-B 焼結磁石の将来展開
　Nd-Fe-B 系焼結磁石の高機能化
は、本来機能、従属機能のいずれに
ついても、ほぼやり尽くされた感が
あるが、過去 10 年間の材料特許の
中では、粒界拡散技術が新規な高性

なされており、今後の研究開発の進
展が注目される。
　Fe-Ni や Fe-Co 等の遷移金属化合
物については、第一原理計算を中心
とする磁気異方性に関するシュミュ
レーションが先行しているが、薄膜
プロセス等による基礎的な材料研究
も行われている。前記新材料への
チャレンジが、将来実用磁石の創生
に繋がることを期待したい。
5.3　磁石材料の技術及び産業競争
力
　図 10に磁石材料特許の海外登録
件数（国別）を示す。
　日本の Nd-Fe-B 焼結磁石材料のグ
ロバール競争力は、図 10 の海外で
の登録状況等より判断して、現時点
では高い水準にあるといえる。しか
し、Nd-Fe-B 磁石の基本材料特許は
既に失効している現在、Nd-Fe-B 系
磁石高性能化のキー技術となってい
る粒界拡散技術に関する主要な特許
は、一応海外でカバーされている
と推定されるが、排他的な独占権が
必ずしも確保されているわけでは無
い。MagHEM 技術調査センターの
今後の活動のひとつとして、磁石材
料については中国を中心とする国外
特許調査を実施し、日本の磁石材料
の技術及び産業競争力に対する、よ
り正確な分析把握を行う計画であ
る。 
　本レポートに記載の技術に対する
意見はあくまで執筆者の個人的見解
に基づくものであることを付記致し
ます。

能化技術として確立、実用化され
ている。しかし MagHEM が掲げ
る 高 い 目 標 性 能（2018 年（BH）
m38MGOe ＠ 180℃）を実現する
ためには、粒界拡散技術に加え、
更なるブレークスルー技術の創出
が必要である。結晶粒微細化や、
前記低 B 材料の実用化、温度特性
の更なる改善（特に保磁力）等に
よる高性能化が最先端の解析技術
等の支援により実現されることが
期待される。
5.2　スコープ内新材料の実用化
　新たな遷移金属化合物や希土
類 - 遷移金属化合物による新磁石
に関しては、現在公開されている
特許技術を俯瞰した限りにおいて
は、極めてハードルが高いといえ
る。Fe-N 系磁石は、磁石粉末とし
ての性能を更に高めること、バル
ク磁石とするためのプロセス技術
の創出が求められる。
　ThMn12 型化合物は窒化物薄膜
で高いポテンシャルを持つ磁石材
料 で あ る こ と が
明 ら か に さ れ て
い る。 ま た 薄 膜
と は 異 な る ア プ
ロ ー チ に よ り、
従 来 よ り 少 な い
添加元素（Ti 等）
により ThMn12 構
造 が 安 定 化 出 来
る と い う 報 告 も

図 9　ナノ結晶組織を有する Fe-N 粉末を作製するプロセス

（特開 2012-190892 号）

図 10．国別パテントファミリー登録数


